
 

４ 財政指標 

本市の普通会計（Ｐ26 参照）における財政状況について、各種財政指標を用い、他

の指定都市との比較も交えて分析してみました。 

 

（1）市債現在高及び公債費の推移 

市債現在高については、臨時財政対策債の発行額の減少により、令和 6 年度末は 

4,932 億円となり、過去 10 年間で一番少ない平成 26 年度の 3,497 億円と比べ

1,435 億円の増加となっています。 

 このうち、臨時財政対策債については、平成 13 年度から、普通交付税の代替財源

として発行され、令和 6 年度末は 1,980 億円となっています。なお、熊本地震関連

及び臨時財政対策債を除く市債残高については、過去 10 年は概ね減少傾向となって

いたものの、令和 6 年度は新西消防署の建設に伴う用地購入や天明義務教育学校の設 

計委託等による発行額の増加に伴い 2,332 億円となっています。 

 臨時財政対策債については、後年度の償還費の全額が基準財政需要額に算入され、 

地方団体の財政運営に支障が生じないよう措置される仕組みとなっています。 
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（2）将来負担比率及び実質公債費比率の推移 

将来負担比率及び実質公債費比率は、計画的な市債発行に努めてきたことや、指

定都市移行に伴う軽油引取税交付金等の新たな歳入や市税の増加により比率は低下

傾向にあります。令和６年度は、将来負担比率が 93.1％で指定都市 20 市中低い方

から 13 番目、実質公債費比率が 5.9％で低い方から９番目となっており、いずれ

も早期健全化基準※1 を大きく下回っています。 

今後も市債残高や公債費の推移に留意しつつ計画的な財政運営が必要となります。 

 
 

 

 

（3）市民一人当たりの市債現在高、将来負担比率の状況 

令和６年度の市民一人当たりの市債現在高は、67７千円で指定都市 20 市中低い

方から 13 番目であり、将来負担比率は、低い方から 14 番目となっています。 

また、臨時財政対策債を除く市民一人当たりの市債現在高は、405 千円で、指定

都市 20 市中低い方から 10 番目となっています。 
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（単位：千円） 市民一人当たりの市債現在高、将来負担比率の状況

一人当たり現在高 一人当たり現在高（臨財債除く） 将来負担比率

※１ 地方公共団体の財政健全化に関する法律に定める基準で、これらを超えると自主的な早期健全化や国の 

関与に基づく財政の再生を行うこととなる。（実質公債費比率：25.0％、将来負担比率：400.0％） 

※２ 令和４年度の将来負担比率については、基金への積増し等により将来活用可能な財源が増加したことや、 

職員数の減及び平均勤続年数の減により退職給与引当金が減少したことなどにより改善しています。 
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（4）財政調整基金現在高の推移 

財政調整基金については、熊本地震への対応として平成 28 年度に 30 億円、平

成 29 年度に 23 億円の取崩しに加え、新型コロナウイルス感染症対策として令和

元年度に７億円、令和２年度に４億円の取崩しを行いました。令和４年度及び令和

5 年度に実質収支の状況が比較的良好であったことを踏まえ、災害等への備えなど

の年度間の財源不足に備えるため、それぞれ６億円、７億円の積立てを行い、残高

は 50 億円となっています。 

 
 

（5）市民一人当たりの財政調整基金現在高の状況 

財政調整基金現在高の 50 億円を、市民一人当たりに換算すると、7 千円（令和

5 年度：7 千円）となり、指定都市 20 市中 18 番目となっています。 
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（6）市債管理基金現在高の推移 

市債管理基金については、熊本地震に伴い発行した災害復旧事業債の後年度の償

還に備え、平成 28 年度に 47 億円の積立てを行い、令和元年度にも、熊本地震災

害廃棄物処理に係る災害対策債の償還に備えるため、９億円の積立てを行いました。

令和５年度及び令和 6 年度には、臨時財政対策債の元利償還金の一部を償還に要す

る経費を積立てたことから、基金現在高は 70 億円となっています。 

 

 

（7）市民一人当たりの市債管理基金現在高の状況 

市債管理基金現在高の 70 億円を、市民一人当たりに換算すると、9.6 千円（令

和 5 年度：9.0 千円）となり、指定都市 20 市中 6 番目となっています。 
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Q.財政力指数ってなあに？ 

A：地方自治体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た

数値の過去３年間の平均値によって示されます。財政力指数が高いほど、財政的に自

立している団体といえます。 

（8）財政力指数の推移・状況 

都市の財政力を示す財政力指数は、数値が高いほど財政的に自立しているといえ、

指定都市移行後、近年は概ね横ばいで推移しており、令和６年度は 0.6８となって

います。 

一方、他の指定都市と比較すると、20 市中 1９番目となっており、本市は財政的

な自立度が低い団体といえます。 

今後も、高齢化の進展などによる社会保障関係経費の増大や、公共施設の老朽化対

策等が見込まれることから、市税をはじめとする自主財源のかん養と更なる歳出の

効率化を図ることにより、健全な財政運営を行っていく必要があります。 

 

 

ひごまるの疑問？？ 

 
 

 

Q.財政力指数ってなあに？ 
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５ 熊本市の決算分析のまとめ 

  熊本市の決算規模は、令和６年度は前年度決算額よりも増加し、歳入が 4,287 億

円、歳出が 4,197 億円となり、歳入、歳出ともに過去２番目の決算規模となりまし

た。 

 

【歳入】 

  自主財源は、これまでも市税収入の増等により増加傾向にありましたが、令６年

度は、定額減税などの影響により市税収入が減少した一方で、定額減税減収補填特

例交付金を含む地方特例交付金などの依存財源が増加したことなどから、前年度か

ら 0.3 ポイント減の 38.9％となりました。 

令和６年度は、固定資産の評価替え等により、固定資産税及び都市計画税が 17 億

円増加しているものの、市税収入が歳入全体の 30％を割り込んでおり、収入額は指

定都市 20 市の中で最下位となっており、収納率の向上や新たな財源確保の検討な

ど、更なる自主財源の確保に取り組む必要があります。 

  一方、特例交付金や市債などの依存財源は、富合小学校や帯山中学校等の施設整

備に伴う義務教育施設整備事業の増などにより、前年度より増加しています。 

 

【歳出】 

人件費、扶助費、公債費の義務的経費が歳出全体に占める割合は、前年度と同様、

約６割となっています。 

そのうち扶助費は、この 10 年間で歳出額が約 1.5 倍になっており、今後も引き

続き増加していくことが見込まれます。 

また、公債費は、過去の計画的な投資事業の抑制や、金利低下等により減少傾向

だったものの、熊本地震関連の市債の償還が本格化していることや、臨時財政対策

債の償還額の増により増加しています。 

投資的経費は、熊本地震からの復旧復興の進捗等によりコロナ禍前の水準から減

少していますが、今後、公共施設等の適正管理に向けた改修などに多くの経費が必

要になることが見込まれます。 

 

【財政指標】 

各種指標については、指定都市の中でも概ね平均的な状況ではあるものの、今後

も、社会保障関係経費の増加や、熊本地震関連の市債の償還額の増加、公共施設等

の適正管理の推進等を踏まえ、計画的な財政運営を行っていく必要があります。 
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～熊本市財政の中期見通し～ 

本市では、当初予算を編成する時期に、一般会計当初予算を基礎に一定の前提条件を設

定した上で、今後５年間の財政の中期見通しを策定し公表しています。 

令和７年度当初予算編成時に策定した財政の中期見通しの概要は以下のとおりです。 

※令和６年度の数値については公表時における最終予算を掲載しています。 

 

 

１ 今後５年間の収支の見通し 

 歳入と歳出について直近の推移等を踏まえ推計したものです。 

 令和 10 年度まで収支不足は生じないという推計結果になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔歳入〕 （単位：億円、％）

〔歳出〕

合計　Ａ

合計　Ｂ

▲ 5 ▲ 8 ▲ 12 ▲ 10 ▲ 11

00 0 0 0 0

うち熊本地震分 ▲ 6

4,224 1.6 4,270 1.1 4,221 ▲ 1.24,258 4,193 ▲ 1.5 4,157 ▲ 0.9

1,135 2.7 1,122 ▲ 1.2 1,089 ▲ 2.93.その他の経費 1,179 1,138 ▲ 3.5 1,105 ▲ 2.9

559 6.9 533 ▲ 4.7 531 ▲ 0.42.投資的経費 482 552 14.5 523 ▲ 5.3

404 3.3 421 4.2 430 2.1369 381 3.3 391 2.6

1.義務的経費 2,597

1.8 扶助費 1,326 1,255 ▲ 5.4 1,242 ▲ 1.0

863 ▲ 3.7 909 5.3 863 ▲ 5.1 人件費 902 867 ▲ 3.9 896 3.3

2,503 ▲ 3.6 2,529 1.0

1,263 1.7 1,285 1.7 1,308

0.0

R6 R7 R8 R9 R10 R11
伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

▲ 3.2 334 0.3

▲ 1.2▲ 0.9 4,224 1.6 4,270 1.1 4,221

▲ 1.9 664 5.1632

 臨時財政対策債

1.3 1,362 0.5

47 0 ▲ 100.0 0

605 ▲ 8.9

289 330 14.2 292 ▲ 11.5 344 17.8 333

679 ▲ 0.7

5.その他 700 616 ▲ 12.0 644 4.6

2.地方交付税・臨時財政対策債

5.0 1,355

▲ 0.2

0.0 0 0.0

▲ 0.7

0.6 1,214 1.1 1,215

1.9 684696

0.0 0 0.0 0

662 2.0 672 1.5 685

1,375 1.0 1,388 1.0

649

685

3.国県支出金 1,299 1,247 ▲ 4.0 1,194 ▲ 4.3 1,201

項目 R6 R7 R8 R9 R10 R11
伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

1.9 684 ▲ 0.2

1.市税 1,274 1,338

662 ▲ 4.9 672 1.5 679

0.1

2,601 ▲ 0.52,615 3.4

4,258 4,193 ▲ 1.5 4,157

項目

 地方交付税

収支　Ａ - Ｂ

4.市債
　（臨時財政対策債除く）

 公債費

2,530
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２ 市債残高・財政調整基金残高の推移 

 市債残高については今後 10 年後まで推計を行っています。 
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決算 2月補正後

59


